
１ 地域福祉保健推進事業 

福祉保健の取組への住民参加を促進し、地域活動団体や社会福祉施設等と行政が協働して、地域づくり、

支え合いの取組を進めます。 

１ 地域福祉保健計画の策定・推進 

(1) 事業内容

横浜市では、誰もが安心して自分らしく健やかに暮らせる地域づくりを目指し、住民、事業者、支援

機関（行政・社会福祉協議会・地域ケアプラザ等）が福祉保健などの地域の課題解決に協働して取り組

み、身近な地域の支え合いの仕組みづくりを進めることを目的として、地域福祉保健計画を策定・推進

しています。 

(2) 計画の策定・推進状況

市では、平成 16 年度から市計画を策定し、令和４年度から第５期市計画（令和６年度～10 年度）の

策定に向け、策定・推進委員会等を開催しています。また、第４期市計画（令和元年度～５年度）では、

区を支援する研修などに取り組んでいます。 

各区では、区域全体を対象とした区計画と、より身近な地域である地区別計画からなる「区地域福祉

保健計画」を策定・推進しています。令和４年度は、第４期区計画・地区別計画（令和３年度～７年度）

を推進し、区の特性を活かした地域の支え合いやつながりづくりといった、様々な地域福祉保健活動に

取り組んでいます。 

  ＜令和４年度実績＞ 

横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会開催数    ２回 

横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会分科会開催数 ２回 

(3) 地域福祉保健計画との関連事業

ア ひとり暮らし高齢者等「地域で見守り」推進事業

民生委員及び地域包括支援センターに対して、在宅で 75歳以上のひとり暮らし高齢者等の個人情報

を提供し、必要な人に対する相談や見守り活動等につなげる取組を実施しました。令和 4 年度は、18

区 263 地区で実施し、うち、13 区 150 地区では 75 歳以上の高齢者のみで構成された世帯に属する高

齢者にも対象を拡大しました。 

イ 災害時要援護者支援事業

災害時に自力避難が困難な高齢者や障害者等に対し、地域の自主的な取組により安否確認等支援が

できる体制づくりを、区と連携して推進しました。 

実施地区数（単位町内会） 2,727地区（令和３年度） 

２ 地域ケアプラザの整備・運営 

(1) 事業内容

市民の誰もが、住み慣れた地域において健康で安心した生活を営むことができるように、地域の福祉

活動、保健活動等の振興を図るとともに、福祉・保健サービス等を身近な場所で総合的に提供する施設

として、地域ケアプラザを中学校区程度に１か所整備していきます。 

なお、平成 18年度から、すべての地域ケアプラザと一部の特別養護老人ホームに、介護保険制度の中

に位置づけられた「地域包括支援センター」を設置し、高齢者に対する総合的なサービスの相談・調整

等や、介護予防ケアプランの作成等を行っています。 

(2) 施設の機能

ア 地域のボランティア等福祉・保健活動の支援及びこれらの活動の交流のための施設の提供

イ 福祉・保健等に関する相談・助言・調整

ウ 福祉・保健サービス（一部施設を除く。）

例）高齢者デイサービス

健康状態の確認、入浴、食事、機能訓練、送迎 

エ ケアプラン・介護予防ケアプランの作成
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  オ 支援困難な方への対応や関係機関とのネットワーク構築、ケアマネジャーへの支援など 

(3) 利用日等 

ア 開館時間 

月曜日～土曜日  午前９時から午後９時まで 

日曜日・祝日等  午前９時から午後５時まで 

イ 相談時間(令和４年 10月から) 

月曜日～土曜日  午前９時から午後６時まで 

日曜日・祝日等  午前９時から午後５時まで 

ウ 休館日 

施設点検日（月１回）及び年末年始（12月 29日から１月３日まで） 

(4) 令和 4年度実績 

ア 整備（4か所） 

名 称 場 所 整 備 内 容 

都田地域ケアプラザ 都筑区東方町 655番４ 工事、初度調弁 

西柴地域ケアプラザ 金沢区柴町 343番地５ 工事、初度調弁 

保土ケ谷地域ケアプラザ 保土ケ谷区岩井町 143番２ 工事、初度調弁 

上永谷駅前地域ケアプラザ 港南区丸山台一丁目９番地の５ 工事 

イ 運営（144か所） 

利用者数                2,383,810人 

うち デイサービス延利用人員    832,732人 

（デイサービス契約人員     8,951人） 

ウ 地域ケアプラザ職員等向け研修 

   地域ケアプラザ等に勤務する職員を対象に、個別・地域の課題解決、ネットワーク構築に関する知 

識・技術の習得等、ケースワーク・コーディネート力を高めるための研修を実施しました。 

    講座数 ６講座   参加人数 712人（参加延べ人数） 
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３ 福祉保健活動拠点の運営  

 (1) 事業内容 

地域における市民の自主的な福祉活動、保健活動等の場の提供及び支援並びにボランティアに関する

情報提供・育成支援・紹介等を行う施設として、福祉保健活動拠点を各区に１か所設置しています。 

(2) 施設内容 

団体交流室、対面朗読室・編集室、録音室、点字製作室、多目的研修室、事務室等 

 (3) 利用日等 

ア 開館時間 

月曜日～土曜日 午前９時から午後９時まで 

日曜日・祝日等  午前９時から午後５時まで 

イ 休館日 

施設点検日（月 1回）及び年末年始（12月 29日から１月３日まで） 

(4) 令和 4年度実績 

ア 運営主体（指定管理者） 

各区社会福祉協議会 

イ 利用状況 

名 称 開 所 日 利用延べ件数 

鶴見区福祉保健活動拠点 平成 11年 10月 18日 3,361 

神奈川区福祉保健活動拠点 平成 11年 ５月 １日 2,021 

西区福祉保健活動拠点 平成 20年 １月 １日 2,630 

中区福祉保健活動拠点 平成 16年 11月 １日 1,785 

南区福祉保健活動拠点 平成 16年 ７月 １日 2,148 

港南区福祉保健活動拠点 平成 14年 11月 25日 5,854 

保土ケ谷区福祉保健活動拠点 平成 11年 10月 25日 3,242 

旭区福祉保健活動拠点 平成 14年 ２月 １日 2,006 

磯子区福祉保健活動拠点 平成 13年 ２月 15日 1,360 

金沢区福祉保健活動拠点 平成 11年 ５月 １日 2,373 

港北区福祉保健活動拠点 平成 11年 ５月 １日 2,131 

緑区福祉保健活動拠点 平成 10年 12月 １日 1,673 

青葉区福祉保健活動拠点 平成 17年 ４月 ４日 2,753 

都筑区福祉保健活動拠点 平成 15年 12月 22日 1,245 

戸塚区福祉保健活動拠点 平成 11年 12月 ６日 3,029 

栄区福祉保健活動拠点 平成 13年 ３月 １日 1,396 

泉区福祉保健活動拠点 平成 14年 ３月 11日 2,244 

瀬谷区福祉保健活動拠点 平成 14年 11月 １日 1,355 

合   計 42,606 

 

４ 民生委員・児童委員 

 (1) 事業内容 

本市民生委員制度は、大正９年４月に制定された「横浜市方面委員規定」により、48名の方面委員を

委嘱したことに始まり、戦後の法改正で、「民生委員・児童委員」と名称が改められ、本市福祉行政の推

進に大きな役割を果たしてきました。 

民生委員・児童委員は、地域活動や訪問活動などを通じた地域の福祉ニーズの把握、福祉保健センタ

ー等関係機関との連絡・協力など、地域に生活する市民の立場で、地域福祉増進のための幅広い活動を

行っています。 

また、主任児童委員は、児童福祉に関する事項を専門的に担当し、児童委員と連携して、関係機関・

団体等との連絡・調整などを行っています。 
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(2) 民生委員・児童委員数（主任児童委員を含む） 
                                         （令和４年度） 

 定 数 
現  員 地区民生委員児 

童委員協議会数 男 女 計 

鶴   見 339(34) 86(7) 240(26) 326(33)  17 

神 奈 川 318(36) 47(1) 236(32) 283(33)  18 

西 135(12) 27(1) 92(11) 119(12)   6 

中 191(26) 33(2) 137(18) 170(20)  13 

南 282(33) 61(1) 198(31) 259(32)  16 

港   南 291(30) 42(1) 224(27) 266(28)  15 

保土ケ谷 301(46) 45(1) 223(40) 268(41)  23 

旭 333(40) 51(2) 237(29) 288(31)  20 

磯    子 234(20) 44(1) 159(15) 203(16)  10 

金    沢 280(32) 38(0) 199(30) 237(30)  16 

港    北 422(46) 82(1) 311(45) 393(46)  23 

緑 227(23) 39(0) 175(22) 214(22)  11 

青    葉 329(32) 45(0) 260(29) 305(29)  16 

都    筑 186(20) 49(3) 121(14) 170(17)  10 

戸    塚 341(38) 73(0) 250(35) 323(35)  19 

栄 163(14) 39(0) 111(14) 150(14)   7 

泉 192(24) 54(1) 120(20) 174(21)  12 

瀬    谷 171(24) 35(0) 118(23) 153(23)  12 

計 4,735(530) 890(22) 3,411(461) 4,301(483) 264 

      ※（ ）内は、主任児童委員で内数 

 (3) 民生委員・児童委員の活動状況 

（令和４年度） 

項       目 年間取扱件数 比率（％） １人当たり年間取扱件数 

相談 

 ・ 

支援 

件数  

高 齢 者 に 関 す る こ と 64,380 67.6 16.9 ※1 

障 害 者 に 関 す る こ と 3,758 3.9 1.0 ※1 

子 ど も に 関 す る こ と 14,700 15.4 3.4 

そ の 他 12,448 13.1 2.9 

計 95,286 － － 

 

その 

他の 

活動 

件数 

調 査 ・ 実 態 把 握 42,893 9.4 10.0 

行事・事業・会議への参加協力 97,947 21.5 22.8 

地 域 福 祉 活 動 ・ 自 主 活 動 183,443 40.2 42.7 

民 児 協 運 営 ・ 研 修 127,358 27.9 29.6 

証 明 事 務 3,341 0.7 0.9 ※1 

要保護児童の発見通告・仲介 802 0.2 0.2 

計 455,784 ※2 － 

※1：１人当たり年間取扱件数のうち、「高齢者に関すること」、「障害者に関すること」、「証明事務」に

ついては、原則として主任児童委員は取り扱わないため、これらの項目については、主任児童委

員を除いた民生委員・児童委員の現員数（3,818人）を基に算出した。 

※2：比率は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100にならない。 
 (4) 研修 

市の民生委員・児童委員、主任児童委員で構成する研修委員会において、対象者別の研修を企画・実

施しました。 
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５ 高齢者・障害者権利擁護事業  

 (1) 事業内容 

判断能力が不十分な高齢者や障害者が安心して日常生活を送れるよう、権利擁護に関わる相談や定期

訪問・金銭管理サービス等を実施する「横浜生活あんしんセンター」の運営を補助しました。 

令和２年４月に、横浜市における権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を目的とし、中核機関

「よこはま成年後見推進センター」を設置しました。成年後見制度の利用促進を図るとともに、制度の

相談や広報啓発、市民後見人の養成・支援などを行っています。 

(2) 横浜生活あんしんセンター運営事業（令和４年度） 

ア 相談調整事業 

(ｱ) 内容 

高齢者や障害者の権利擁護に関わる一般相談及び弁護士、社会福祉士による専門相談 

(ｲ) 相談実績 

96,643件 

  イ 権利擁護事業 

        利用者数 1,140人 

(ｱ)  定期訪問・金銭管理サービス事業（契約に基づき実施・有料） 

a  内容 

定期的な訪問・預貯金の出納代行、公共料金・生活諸費の支払いの代行等 

         b 契約実績（利用者数のうち(ｱ)の契約者数） 

            1,139人 

(ｲ)  財産関係書類等預かりサービス事業（契約に基づき実施・有料） 

a 内容 

 預貯金通帳、有価証券、証書の保管（金融機関の貸金庫に保管） 

    ｂ 契約実績（利用者数のうち(ｲ)の契約者数） 

      175人 

ウ 法定後見・任意後見業務（契約等に基づき実施・有料） 

(ｱ) 内容 

成年後見制度に対応し、法人として後見業務を行う。 

(ｲ) 実績 

ａ 任意後見契約 契約締結済 ４件 

ｂ 法定後見 後見人就任件数 36件 

 (3) 中核機関運営事業 

   ア 協議会の設置 

  (ｱ) 内容 

     令和２年度から「市協議会」を設置し、市域の課題、関係機関の連携強化の検討や市内の権

利擁護の取組状況の評価等を行っています。さらに本市の規模を考慮し、より身近な地域に

おける連携の仕組みとして市内全 18 区に「区協議会」を設置しました。  

(ｲ) 開催実績 

       市協議会（２回）、広報相談部会（２回）、利用促進・不正防止部会（２回） 

             区協議会（67回）   

   イ 中核機関 

  (ｱ) 内容 

市協議会の事務局機能を持つ他、地域連携ネットワークのコーディネートを担い、制度の利用

促進に向け「チーム」や「区協議会」を支援する取組を行います。 

(ｲ) 実績 

市民や関係機関からの相談件数（2,900件）、成年後見人等候補者調整会議の調整件数（21件）、

市民後見人等受任調整会議（R4.11 から成年後見人等候補者調整会議へ統合）（8 件）、市民後見

人バンク登録者数（78名）、市民向け講習会の実施（2回、146名参加） 等 

 (4) 実施主体 

(2)について、社会福祉法人横浜市社会福祉協議会及び各区社会福祉協議会に委託 
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(ア～ウの業務を社会福祉法人横浜市社会福祉協議会より各区社会福祉協議会に委託) 

(3)について、社会福祉法人横浜市社会福祉協議会に委託 

 

６ 福祉保健研修交流センター「ウィリング横浜」の運営 

 (1) 事業内容 

福祉保健活動の推進に必要な人材の育成・確保のため、福祉保健活動等の従事者・市民に対し、研修・

情報提供等を行うとともに、交流の場・機会を提供しています。 

 (2) 施設概要 

ア 所在地 

港南区上大岡西一丁目６番１号（ゆめおおおかオフィスタワー ４階～５階の一部、９階～12階） 

イ 施設内容 

研修室・討議室、和室、介護・調理実習室、情報資料室 

ウ 運営主体（指定管理者、第４期指定期間：平成 30年４月～令和５年３月） 

社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

エ 開所日 

平成９年 10月１日 

(3) 事業実施状況（令和 4年度） 

ア 研修室等の貸出し 

利用件数 14,352件 

稼働率 45.0％ 

    イ  福祉保健に関する研修 

分 類 件数（件） 日数（日） 受講者数（人） 

組織力向上コース   30   44 1,158 

専門力向上コース   23   24   1,084 

地域力向上コース    6    7  252 

資格関連コース 4 73  737 

民生委員児童委員・ 

主任児童委員コース 
   6    6 1,677 

    ウ 情報資料室の運営  

(ｱ) 資料等の収集・整備   

種 類 令和４年度収集・整備数（点） 累計（点） 

（R4年度末時点） 

図書・資料・合冊製本          634     23,417 

逐次刊行物          728     24,351 

視聴覚資料           10       539 

合計     1,372     48,307 

(ｲ)利用状況 

閲覧者数：8,268人、貸出数：7,965件、新規登録者数 275人（R4年度末総登録者数 13,474人） 

エ 研究団体の支援 

   登録団体：１団体 

オ 福祉人材の確保・就業支援事業 

(ｱ) 就職説明会の開催 

(ｲ) 人材確保支援セミナーの開催 

(ｳ) ホームページにおける人材募集動画の配信 

(ｴ) 福祉保健交流スペース「ウェルじゃん」の運営（福祉に関する情報の提供等） 

カ 福利厚生事業 

福祉保健従事者等のための「こころの相談室」  

相談日数 146日、利用件数 126件 
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７ 横浜市社会福祉センターの運営 

(1) 事業内容 

市民の福祉意識を高め主体的な福祉活動を推進するため、社会福祉を目的とする市民の相互交流及び

活動の場を提供するとともに、ボランティア支援などの社会福祉に関する相談や支援を行っています。 

 (2) 施設概要 

ア 所在地 

中区桜木町１丁目１番地（横浜市健康福祉総合センター内） 

イ 施設内容 

ホール、会議室、軽運動室、ボランティアセンター、相談室、憩いの広間 

ウ 運営主体（指定管理者、第４期指定期間：平成 30年４月～令和５年３月） 

社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

エ 開所年月 

昭和 56年４月 

(3) 事業実施状況（令和４年度） 

ア ホール・会議室等の貸出し 

 ホール 会議室 軽運動室 計 

利用件数 450件 4,802件 801件 6,053件 

稼 働 率 49.0％ 74.6％ 87.2％ 73.2％ 

 

イ  ボランティアセンター諸室利用件数 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾅｰ 点字製作室 録音室 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｽﾍﾟｰｽ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾙｰﾑ 計 

574件 442件 399件 388件 482件 2,285件 

 

ウ その他の取組 

(ｱ)  稼働率向上に向けた取組 

   事前に操作説明会を実施した上で施設利用予約システムの運用を開始しました。 

(ｲ) 新たなニーズ・課題に対応したボランティア事業の展開 

地域の居場所や社会参加のきっかけとしてボランティア活動を希望する方について、専門相談を

行っている機関と連携して、相談対応及びコーディネートを行いました。 

(ｳ) 市民・ボランティア団体等の交流に関する事業 

企業の地域貢献活動の支援や精神保健ボランティア活動等の支援・交流を実施しました。 

 

８ ごみ問題を抱えている人への支援事業 

(1) 事業内容 

家の内外にごみ等を溜め込み、悪臭や害虫の発生など周辺住民の生活環境に様々な影響を及ぼしてい

る、いわゆる「ごみ屋敷」問題に対し、横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止

を図るための支援及び措置に関する条例に基づき、当事者に寄り添った福祉的な支援を通じて、不良な

生活環境の解消や発生の防止を図ります。 

(2) 事業実施状況 

問題の解決にあたっては、単にごみを片付けるだけでなく、その背景に、地域社会における孤立等の

生活上の諸課題があり得ることを踏まえ、地域住民及び関係機関と連携しながら取り組みました。 

また、本人が片付けに同意したものの、自ら行うことができない場合に、資源循環局と協力して、片

付けを支援しました。 

(3) 事業実績（令和４年度） 

近隣に影響がある不良な生活環境 57 件に対し支援等行い、20 件が解消しました。また、条例に基づ

く排出支援は、19回実施しました。 

 
近隣に影響がある不良な

生活環境の件数 

近隣への影響が 

解消した件数 

排出支援 

実施回数 

全市合計 57件 20件 19回 

37



 

(4) 研修等 

   福祉的支援に重点を置いた取組を推進するため、市職員及び福祉保健関係者等を対象に研修を実施し

ました。※各区で開催した研修も含みます。 

 

 

 

 

９ 横浜市再犯防止推進計画の策定・推進 

(1) 事業内容 

   助けを必要としながらも孤立した状況にある犯罪をした者等が、自分らしく健やかに暮らすための支 

援のあり方を明らかにするとともに、刑事司法関係機関等との連携協力関係を築くことで、支援を必要 

とする人たちを切れ目なく支援につなげていくため、横浜市再犯防止推進計画を令和２年３月に策定し、

推進しています。 

 

(2) 事業実施状況（令和４年度） 

ア 横浜市更生支援ネットワーク会議の開催   

学識経験者や更生保護に取り組む組織・団体の方からなる懇談会形式で「横浜市更生支援ネットワ

ーク会議」を開催し、計画の進捗状況についての情報共有や各種施策の実施等について、意見聴取し

ました。 

横浜市更生支援ネットワーク会議 開催回数 ２回 

イ 研修の実施   

市職員向けに事例検討型の研修等を実施しました。 

ウ 啓発・周知   

市庁舎デジタルサイネージを活用して「社会を明るくする運動強調月間」について市民周知を行い

ました。 

 

 

市職員を対象とした研修 20回 

 関係機関等を対象とした研修 ６回 
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２ 福祉のまちづくり推進事業 

 

「福祉のまちづくり」とは、誰もが互いに理解し助け合う環境と、高齢者・障害者や子育て中の方など全

ての人が安全・円滑に施設を利用できる環境を整えることにより、地域で安心して生活でき、自分の意思で

自由に様々な活動に参加できる社会をつくることです。 

昭和 52年には「福祉の都市環境づくり推進指針」を定め、市民、事業者の理解と協力のもと、建物、道路、

駅舎、公園等の整備を図るなど 40年以上にわたり「福祉のまちづくり」を進めてきました。 

具体的な施策としては、誰もが安心して交通機関を利用できるようにするため、平成２年度に、鉄道駅舎

へのエレベーター等の設置費を補助する制度を設けるとともに、平成３年度からは、車椅子のまま乗降でき

るリフト付き路線バスの導入、平成９年度からは、車椅子使用者をはじめ誰にでも乗りやすいノンステップ

バスを市営バスに導入し、さらに平成 10年度から補助制度を設け、民営バス事業者にもノンステップバスの

導入促進を図ってきました。 

これらの成果や課題を踏まえ、福祉のまちづくりを総合的に進めるため平成９年３月に｢横浜市福祉のまち

づくり条例｣を制定しました。この条例では、市民・事業者・市の協働により福祉のまちづくりを推進するた

め、基本的な事項を審議する｢横浜市福祉のまちづくり推進会議｣を設置するとともに、福祉のまちづくりを

総合的かつ計画的に進めていく｢横浜市福祉のまちづくり推進指針｣を策定しています。また、整備基準等を

規定した同条例施行規則を平成 10年 1月に制定し、従来は｢横浜市福祉の都市環境づくり推進指針｣で行って

いた協議を条例に基づく事前協議として義務付けました。 

その後、国では｢高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（以下｢ハ

ートビル法｣という。）｣が平成 14 年に改正され、ハートビル法に基づきバリアフリーに関する条例を市が制

定できるようになり、平成 16年に「横浜市高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例（以

下「ハートビル条例」という。）」が制定されました。平成 18年には、公共交通機関等のバリアフリーに関す

る法律と改正ハートビル法が一本化した｢高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律｣が制定さ

れ、これに伴い、ハートビル条例も「横浜市高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例（以

下「建築物バリアフリー条例」という。）」と名称を改めました。 

このように、本市では背景の異なる建築物のバリアフリーに関する２つの条例が存在していましたが、横

浜市としてより一体的に建築物のバリアフリーを進め、また、市民・事業者にとってより分かりやすい条例

とするため、平成 24年 12月に建築物バリアフリー条例と一本化を図る等を含め、横浜市福祉のまちづくり

条例を改正しました。 

 

 

１ 横浜市福祉のまちづくり条例に基づく協議等状況 

令和４年度までの実績 

協議件数 

官庁 民間 計 

2,033 12,761 14,794 

 

 

令和４年度の実績 

（令和５年３月末現在） 

協議件数 

官庁 民間 計 

建築物 63 445 508 

道路 3 0 3 

公園 1 0 1 

鉄道の駅 5 17 22 

軌道の停留所 0 0 0 

港湾旅客施設 0 0 0 

バスターミナル等 0 2 2 

計 72 464 536 
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２ 鉄道駅舎エレベーター等設置事業 

 (1) 事業内容 

高齢者、障害者、子育て中の方などの公共交通機関の利用環境の改善のため、移動の拠点となる鉄道

駅舎を対象とした鉄道駅舎エレベーター等設置事業を実施しています。 

(2) 実績（令和４年度） 

   事業者から申請がなかったため、実績なし 

 

３ 高齢者・障害者等に配慮した路線バス整備事業 

(1) 事業内容 

   車椅子使用者、高齢者、障害者など誰もが乗降しやすいノンステップバスの導入を促進するため、横

浜市内に営業所を持つバス事業者に対し、ノンステップバスの導入に係る経費の一部を補助しています。 

(2) 実績（令和４年度） 

   ノンステップバス補助台数 ２台 

 

 

４ 横浜市福祉のまちづくり推進指針に基づく事業 

(1) 心のバリアフリー啓発 

    主に小学校４年生を対象としたこども用リーフレットについて、現行推進指針の要素を反映し、時代

に見合った内容とするため、見直しに着手しました。 

(2)  市職員等に対する研修 

市職員・民間建築士を対象に白杖体験、車椅子体験や講義を通し、福祉のまちづくりの視点を学ぶ研

修を２回実施し、計 39名が受講しました。 

(3) 誰もが使いやすい建築物等の整備推進 

   建築士及び建築関係業務従事者（建築主を含む）等を対象に、福祉のまちづくりやバリアフリー、ユ

ニバーサルデザイン等に対する理解を深めるための講座を開催し、計 44名が受講しました。 
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